

Masaaki
ノート注釈
今日は「政府の環境汚染対策に福島原発行動隊はいかに関与できるか？」というタイトルでお話ししたいと思います。
 
昨年3月11日の大震災と福島第一原発の事故から1年経った現在でも、行動隊はいまだ当初の目的である原発構内での活動を実現できていません。
 
政府は昨年12月に、オンサイトでの原発事故の収束を宣言しました。同時に廃炉に向けた「中長期ロードマップ」を発表しました。

しかしこのロードマップでは、今後も従来通り東京電力と協力会社400社による仕事の体制を変えないとあります。行動隊が原発構内での現場作業において近い将来活動できる可能性は見えていません。
 
他方、福島第一原発の外、オフサイトに目を転じると、20キロ圏内の警戒区域と、計画的避難区域において行動隊が活動できる可能性がでてきました。
 
ではいったい、どのような形ででしょうか。そのことを考える上での材料を本日は提供できたらと思います。
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２．福島原発行動隊の方針
 
まず、行動隊の方針を再度確認しておきたいと思います。
 
昨年の8月3日、政府・東電に提出した提案書の中で、行動隊は当面実現可能な課題として、原発内および周辺20キロメートル圏内を含む高濃度汚染地域における環境モニタリングと瓦礫処理・除染作業へ参加する意思があることを表明しました。
 
まさにこの方針と深くかかわる政策を政府が今年に入って出しました。いわゆる「除染ロードマップ」です。



L T .

B F O HU 5 1 D B 55 50t A

2011/08/30
12/19
12/26

2012/01/26

TS TE Y E 75 R o AL R I
R Al B e TE
TR X - B R R RELD A

|

REBAMNBREO—FTVT 12K


Masaaki
ノート注釈
３．放射性物資汚染対処特措法
 
この除染ロードマップの根拠となっているのが、昨年8月30日に公布された「放射性物資汚染対処特措法」と呼ばれる法律です。
 
この法律の正式名は「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」というきわめて長いものです。
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この法律では、汚染に対処する上での課題として以下を挙げています。

すなわち、１．汚染状況の監視と測定、２．汚染廃棄物の処理、３．土壌等の除染、４．除去土壌の収集・運搬・保管・処分です。
 
同時に、除染については、汚染が著しく除染の対象となる「除染特別地域」と、汚染がそれほどではない「汚染状況重点調査地域」を環境大臣が指定することとしています。
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Masaaki
ノート注釈
４．除染特別地域と汚染状況重点調査地域
 
この除染特別地域と汚染状況重点調査地域が具体的にどの市町村であるのかは、昨年末に政府が公表しました。図の青塗りの部分が除染特別地域、赤塗りの部分が汚染状況重点調査地域です。
 
除染特別地域に指定されたのは福島第一原発から20キロ圏内の警戒区域と、汚染が著しく計画的避難区域に指定された区域です。


５．警戒区域と計画的避難区域の見直し
 
他方で、政府は昨年12月末に、警戒区域と計画的避難区域というこれまでの避難指示区域を見直す方針であることを明らかにしました。
 
すなわち、「帰還困難区域」、「居住制限区域」、「避難指示解除準備区域」の三つに区分し直すというのです。

その際に区分の基準となるのは放射能汚染の程度です。すなわち、50ミリシーベルトを超える区域を「帰還困難区域」に、20ミリシーベルトから50ミリシーベルトの区域を「居住制限区域」に、20ミリシーベルト以下の区域を「避難指示解除準備区域」とする、というわけです。。
 
具体的にどの地域がそれぞれの区域に該当するのかは3月末を目途に設定しなおすことをめざすとしています。
 
こうした一連の措置の上に、今年1月26日、政府は「除染ロードマップ」を公表しました。
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Masaaki
ノート注釈
６．除染ロードマップ
 
「除染ロードマップ」は、厳密にいえば「除染特別地域における除染の方針について」というのが正式名称です。ここからも明らかなように、「除染特別地域」における除染の進め方について方針を明らかにしたものです。
 
「除染特別地域」というのはすでに見たように、これまでの警戒区域と計画的避難区域という汚染度が高い地域です。
 
除染ロードマップにおける主な事業は以下のとおりです。

除染計画の策定から始まって、
 
第一に、汚染モデル実証事業。

第二に、インフラ等の先行的な除染。これは役場、公民館など除染活動の拠点となる施設や、道路、上下水道などのインフラの除染です。

第三に、本格除染。この本格除染については、次のように指摘していることが注意を引きます。

「仮置場等の目途が立つこと及び作業員が円滑に確保できることが重要である」

第四に、仮置き場の設置。


さて、すでにみたように、政府はこれまでの警戒区域と計画的避難区域の区分を、空間線量を基準とした新たな区分に分けることを明らかにしています。そして除染についても、この新たな区域区分ごとに計画を立てて実施していくとしています。
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７．区域ごとの除染計画
 
それを示したのがこの図です。ロードマップの添付資料2です。
 
ここから見てとれるように、除染を行うのは、「避難指示解除準備区域」と「居住制限区域」においてです。
 
これに対して、「帰還困難区域」においては除染モデル実証事業を実施します。
 
では「避難指示解除準備区域」と「居住制限区域」における本格除染はどうやって進められるのでしょうか。
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８．本格除染の実施プロセス
 
除染工程の流れを示したのが、別添３図です。この図の中に、行動隊がどのような形で関与できるのかのヒントがあります。
 
一口で除染といっても、一見して明らかなように、これはきわめて手間のかかる手順だということがお分かりいただけると思います。
 
まず最初に、事前調査を行う。この事前調査の中身は、地籍調査、相続関係調査、補償調査、そしてモニタリングが含まれます。その対象は6万世帯。

その上で、住民説明会を行うとともに、建物等への立入の了解を住民からとります。

その後、実際の除染作業に入りますが、まず現地調査を行わなければなりません。つまり、放射線モニタリングや建物等の状況調査です。モニタリングは約50万箇所、数万棟の建物調査が必要です。

そうした現地調査の上で、どのように除染を行うか、除染方法を決めます。

ではすぐに除染に入れるかというとそうではありません。一軒、一軒について住民から除染の同意を取り付けなければなりません。これはおそらく大変な作業になることでしょう。いやだ、という住民が出てくることも十分に考えられます。

そうした条件をクリアした上で、初めて除染作業に入ります。

そして除染後に再度放射線のモニタリングを行って、実際に除染作業が効果をおさめたのかを検討しなければなりません。

もしも放射線量が基準より下がっているならば、これでいちおう除染作業は終わりますが、しかしその後、何年、あるいは何十年にもわたって、定期的にモニタリングをしていく必要があります。

これで終わりではありません。この図にはありませんが、もう一つとても大きな問題があります。それは、除染した土壌などを一時的に保管しておく仮置場の確保です。この仮置場が確保されなければ、実際に除染作業には入れません。しかし、この仮置場をどこに確保するのかはきわめて困難な問題であることはみなさんも容易に予想できることでしょう。

そして仮に仮置場が確保され、除染作業が終了したとしても、この仮置場で、週一回程度、定期的に、そして継続的にモニタリングを行っていかなければなりません。

このように見ても、一つの市町村におけるモニタリングだけで、事前調査におけるモニタリング、除染前のモニタリング、除染後のモニタリング、全部おわったあとの継続的なモニタリングといった具合に膨大な作業が必要とされます。しかも継続的なモニタリングは何十年も続いておこなわれていくことになるのです。
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９．公募状況
 
これは環境庁のウェブサイトにおける「調達情報」のページの中の、「企画競争公示一覧」（請負業務）のページです。

ご覧のように、いくつかの市町村における事前調査業務や公的施設の除染実施業務についての公示がなされています。すでに入札が終わって業者が確定した業務もあります。
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１０．除染、モニタリング

ご存知のように、除染については相対立するさまざまな意見が存在しています。

昨年12月には、ニューヨーク・タイムズ紙が、「除染に割れる日本」というタイトルの記事を掲載しています。

巨額の国家予算を投入して行われる除染は果たして有効なのか。それとも途方もない無駄なのか。

除染について、行動隊はまだ最終的な結論を出してはいません。





１１．モニタリング

ただモニタリングについては、社会的にも除染ほど大きな対立はありません。

しかし測定するだけで何の意味があるのだ、あるいは自分の住宅の放射線量は知りたくないし、知られたくないという声があるのも事実です。

今後、除染、そしてモニタリングについて行動隊がどのように臨んでいくべきなのか、そうした議論を展開する上で本日のデータ提供が少しでもお役に立てば幸いです。





